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令和３年度大村市下水道事業会計予算 

（総 則） 

第１条 令和３年度大村市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）年度末整備面積 ２，３７７ha 

（２）年間総処理水量 １２，８５６，０９９㎥ 

（３）一日平均処理水量 ３５，２２３㎥ 

（４）主要な建設改良事業

８２１，００６千円 汚水管及び雨水管布設事業 

機械・電気設備改築更新事業 ３９３，３２０千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収 入

第１款 下水道事業収益 ３，１２８，７１３千円 

第１項 営業収益 ２，０８３，５９０千円 

第２項 営業外収益 １，０４５，１２０千円 

第３項 特別利益 ３千円 

支 出

第１款 下水道事業費用 ２，７２６，９４１千円 

第１項 営業費用 ２，４４７，６２６千円 

第２項 営業外費用 ２６７，２６２千円 

第３項 特別損失 ２，０５３千円 

第４項 予備費 １０，０００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額１，５０１，６２４千円は、消費税及び地方消費税資本的収

支調整額６３，８０７千円及び過年度分損益勘定留保資金１，４３７，８１７千円で

補塡するものとする。）。 
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収 入

第１款 資本的収入 ９５４，６３４千円 

第１項 企業債 ３５０，５００千円 

第２項 負担金及び分担金  ６９，６０５千円 

第３項 補助金  １０３，５２６千円 

第４項 固定資産売却代金 ２千円 

第５項 交付金 ４３１，０００千円 

第６項 寄附金 １千円 

支 出

第１款 資本的支出 ２，４５６，２５８千円 

第１項 建設改良費  １，３６２，４１０千円 

第２項 企業債償還金 １，０８３，８４８千円 

第３項 予備費 １０，０００千円 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定め

る。 

事 項 期  間 限 度 額 

大村浄水管理センター汚泥処分業務委託 令和４年度 ７３，２５７千円 

大村浄水管理センター汚泥運搬業務委託 令和４年度 １９，３５７千円 

（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法 

公 共 下 水 道 

整 備 事 業 費 

千円 

３５０，５００ 証書借入 

年利 5.0％以内 

ただし、利率

見直し方式で借

入れる資金につ

いて、利率の見

直しを行った後

においては、当

該見直し後の利

率 

政府資金又は地方公共

団体金融機構資金につい

ては、その貸付条件によ

る。その他の資金につい

ては貸付先と協議して定

める。 

ただし、企業財政その

他の都合により、据置期

間及び償還期限を短縮

し、若しくは繰上償還又

は低利債に借換えするこ

とができる。 
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（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、１，５００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

める。 

（１）営業費用と営業外費用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用

し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけれ

ばならない。 

（１）職員給与費 ２０２，１０４千円 

（２）交際費 ３０千円 

（他会計からの補助金） 

第１０条 下水道事業における雨水処理等の経費に充てるため、一般会計からこの会計

へ補助を受ける金額は、６０７，０２５千円である。 

令和３年２月２６日提出 

大村市長 園 田 裕 史 
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５ 令和３年度大村市下水道事業予定貸借対照表（当年度分） ············· １４頁 
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予定額
（千円）

備　　　　　　　　考

1 下水道事業収益 3,128,713

1 営 業 収 益 2,083,590

1 下 水 道 使 用 料 1,876,566

2 雨 水 処 理 負 担 金 187,185 一般会計負担金

3 そ の 他 営 業 収 益 19,839 督促料、消化ガス売却収益

2 営 業 外 収 益 1,045,120

1 受取利息及び配当金 2,282

2 他 会 計 補 助 金 316,314 一般会計補助金

3 長 期 前 受 金 戻 入 721,399

4 雑 収 益 5,125 下水道敷使用料ほか

3 特 別 利 益 3

1 固 定 資 産 売 却 益 1

2 過年度損益修 正益 1

3 そ の 他 特 別 利 益 1

予定額
（千円）

備　　　　　　　　考

1 下水道事業費用 2,726,941

1 営 業 費 用 2,447,626

1 管 渠 費 128,541

2 ポ ン プ 場 費 69,662

3 処 理 場 費 501,516

4 大 村 湾 南 部

流 域 下 水 道 費

5 業 務 費 100,275

6 総 係 費 149,232

7 減 価 償 却 費 1,360,518

8 資 産 減 耗 費 122,990 固定資産の除却費

2 営 業 外 費 用 267,262

1 支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費

2 補 助 金 27
水洗便所改造資金貸付金利
子補給金

3 消 費 税 及 び

地 方 消 費 税

4 雑 支 出 1

3 特 別 損 失 2,053

1 過年度損益修 正損 2,052 過年度調定分還付金ほか

2 そ の 他 特 別 損 失 1

4 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000

60,000
消費税及び地方消費税納付
分

款 項 目

14,892

支　　   出

大村湾南部流域下水道維持
管理負担金

207,234 企業債等の支払利息

令和３年度大村市下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　   入

款 項 目
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予定額
（千円）

備 考

1 資本的収入 954,634

1 企 業 債 350,500

1 企 業 債 350,500 下水道建設事業債

2 負 担 金 69,605

1 受 益 者 負 担 金 22,388

及 び 分 担 金

2 工 事 負 担 金 47,217 汚水管移設工事負担金

3 補 助 金 103,526

1 他 会 計 補 助 金 103,526 一般会計補助金

4 固定資産売却代金 2

1 固定資産売却代金 2

5 交 付 金 431,000

1 国 県 交 付 金 431,000 社会資本整備総合交付金

6 寄 附 金 1

1 寄 附 金 1

予定額
（千円）

備 考

1 資本的支出 2,456,258

1 建 設 改 良 費 1,362,410

1 給 与 費 等 45,778

2 公 共 事 業 1,216,548

3 単 独 事 業 90,298

4 大 村 湾 南 部 大村湾南部流域下水道

流 域 下 水 道 事 業 地元負担金

5 受益者負担金経費 4,186

2 企 業 債 償 還 金 1,083,848

1 企 業 債 償 還 金 1,083,848 企業債の元金償還

3 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000

資本的収入及び支出

収　    入

款 項 目

支　    出

款 項 目

5,600
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1

退職給付費

（千円）

( 4) 13,814

( 4) 13,814

( 5) 22,031

( 5) 22,031

(△ 1) △ 8,217

(△ 1) △ 8,217

ア

退職給付費

（千円）

13,814

13,814

( 2) 22,031

( 2) 22,031

(△ 2) △ 8,217

(△ 2) △ 8,217

5

53,483 153,056 26,261

24,544

区　分

住　居 通　勤 時間外 管理職

△ 20,434 △ 1,717

資本勘定支弁職員 2,101 △ 2,233 △ 132

期末勤勉

224,222

△ 2,359 △ 10,962

合　　　　　　計 92,608

比
　
較

損益勘定支弁職員

前
年
度

損益勘定支弁職員

70,431

△ 22,151

190,514 33,708

資本勘定支弁職員 20,510 16,948 37,458

72,098

7,447

24

19

（千円） （千円）

本年度 4,764

比　較 △ 102 △ 198 △ 370

165 33

合　　　　　　計 △ 258 △ 13,195 △ 20,566 △ 1,552 △ 22,118

手　当 手　当 手　当 勤務手当手
当
の
内
訳

手　当 手　当

扶　養

32,156 202,104合　　　　　　計

資本勘定支弁職員 5 22,611 14,715 37,326 7,612

24

157,166

179,317

44,905

（千円） （千円）

本
年
度

損益勘定支弁職員 19 69,739 42,521 132,622

（人） （千円） （千円） （千円）

区　　　　　　　　分

法　定
福利費

合　　　計
特別職

44,938

92,350 57,236 169,948

給　料 手　当

給 与 費 明 細 書

総　　括

計

△ 12,525

2,196 1,155 9,661 2,175 37,285

前年度 4,866 2,394 1,525 9,661 2,175

（千円） （千円） （千円） （千円）

49,810

23,234 147,810

7,612 44,938

161,902 30,846 192,748

25,222 171,995

7,447 44,905

184,231 32,669

区　　　　　　　　分

法　定
福利費

合　　　計
特別職 給　料 手　当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）（千円）

124,576

資本勘定支弁職員 5 22,611 14,715 37,326

合　　　　　　計 24 92,350 55,738

本
年
度

損益勘定支弁職員 19 69,739 41,023

216,900

比
　
較

損益勘定支弁職員 △ 2,359 △ 11,621 △ 22,197 △ 1,988 △ 24,185

資本勘定支弁職員 2,101 △ 2,233 △ 132 165 33

合　　　　　　計

前
年
度

損益勘定支弁職員

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 4,764

管理職 期末勤勉

区　分 手　当 手　当 手　当 勤務手当 手　当 手　当

△ 198 △ 447 △ 13,107

会計年度任用職員以外の職員

2,196 1,006 9,661 2,175 35,936

前年度 4,866 2,394 1,453 9,661 2,175 49,043

手
当
の
内
訳

扶　養 住　居 通　勤 時間外

備考　(　)内は、再任用短時間勤務職員について外書きする。

職   員   数 給　　　　　与　　　　　費

一般職

（人）

報　酬

（千円）

6,548

6,548

5,444

5,444

1,104

1,104

職   員   数

一般職

（人）

給　　　　　与　　　　　費

報　酬

比　較 △ 102

備考　(　)内は、短時間勤務職員について外書きする。

△ 22,329 △ 1,823 △ 24,152

19 72,098 52,644 146,773

資本勘定支弁職員 5 20,510 16,948 37,458

合　　　　　　計 24 92,608 69,592

△ 258 △ 13,854
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イ

退職給付費

（千円）

( 4)

( 4)

( 3)

( 3)

( 1)

( 1)

　

２ 　給料及び手当の増減額の明細

３

(1) 職員１人当たり給与 (2) 初任給

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

合　　　　　　計

（人） （千円） （千円） （千円）

区　　　　　　　　分

法　定
福利費

合　　　計
特別職 給　料 手　当

1,310 9,356

（千円） （千円）

本
年
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

会計年度任用職員

計

1,498 8,046 1,310 9,356

前
年
度

1,039 7,322

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員 839 6,2835,444

合　　　　　　計 839 6,2835,444 1,039 7,322

比
　
較

損益勘定支弁職員 659 1,763 271 2,034

資本勘定支弁職員

659 1,763 271 2,034

区　分 手　当 手　当

通　勤 期末勤勉

（千円） （千円）

区　分 増減額（千円） 備　考

比　較 77 582

備考　（　）内は、パートタイム会計年度任用職員について外書きする。

手
当
の
内
訳

本年度 149 1,349

　給料及び手当の状況

区　　　　分 企 業 職

手 当 △ 13,195

区　分 企業職（円）
一般会計の制度

行政職（円）

（千円）

1,519

△ 1,777

 異動等による

△ 258給料

増減事由別内訳

昇給に伴う増加分

その他の増減分

制度改正に伴う増加分

150,600

令和元年
１２月１日現在

平 均 給 料 月 額 282,978

平 均 給 与 月 額 346,789
大学卒 182,200 182,200

平 均 年 齢

令和２年
１２月１日現在

平 均 給 料 月 額 296,844

平 均 給 与 月 額 348,129

平 均 年 齢 42.6
本
年
度

高校卒 150,600

43.3

職   員   数

一般職

（人）

給　　　　　与　　　　　費

報　酬

（千円）

6,548

6,548 1,498 8,046

その他の増減分

合　　　　　　計

△ 560

△ 12,635

説　明

 定昇率1.64％

 異動等による

前年度 72 767
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(3) 級別職員数（かっこ書きは再任用職員）

( 2) ( 100.0)

( 2) ( 100.0)

（級別の標準的な職務内容）

(4) 昇給

(5) 期末手当・勤勉手当（かっこ書きは再任用職員）

(6) 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

(7) その他の手当

支 給 率 等

５級 4

29.2

　主査の職務

備　考
６月(月分) １２月(月分)

20 年 勤 続

(1.175) (2.35)

支給率計

(1.175)2.225

2.225

そ の 他 の

加 算 措 置 等

定年前早期
退職者特例措置
2％～45％加算

(2.35)(1.175)

100.0

16.7

５級

35 年 勤 続 最 高 限 度 額

２号給

４号給

６号給

８号給

（人）

（人）

（人）

（人）

有4.45 (2.35)

33.2707524.586875

47.70947.70933.2707524.586875

2.225

定年前早期
退職者特例措置
2％～45％加算

有4.502.250

通　　　　勤　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

区　　　　　　　　　　　　　　分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

扶　　　　養　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

住　　　　居　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

一般会計の制度 有

備　考
の 者 ( 月 分 ) の 者 ( 月 分 ) の 者 ( 月 分 ) （月分）

区　分
25 年 勤 続

一 般 会 計 の
制 度
（ 支 給 率 等 ）

4.45

47.70947.709

構成比(％) 構成比(％)

６級

６級 ２級

1 4.2

令和元年
１２月１日現在

　相当の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

１級

16.7５級

職員数(人)

4.2

25.0

8.3

４級 29.1

4

77

24

職員数(人) 職員の級区　分 職員の級 区　分

令和２年
１２月１日現在

　定型的な業務を行う職務

企　　　業　　　職

７級 ３級

７級 4.2 ７級 1

６級 2 8.3

　部長の職務

3

計

４級

２級 5 20.8

３級 2 8.3

　課長補佐の職務

　１　係長の職務
　２　主任の職務

職 制 上 の 段 階 、
職 務 の 級 等 に よ る
加 算 措 置

12.5

100.0

78.3%

区　　　分

職員数（Ａ）（人）

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

号給数別内訳

比率（Ｂ）／（Ａ）（％）

企　業　職

24

18

2

２級 6

３級 1

計 24

１級 312.5

　課長の職務

１級

４級

本　年　度 前　年　度

75.0%

企　業　職

23

18

1818

(1.175)

前年度

本年度

2.250

(1.175)2.225

(1.175)

（月分）
区　分

支給期別支給率
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期 間 金 額 期 間 金 額
国 庫
支 出 金

企 業 債
損益勘定
留保資金

自 己
資 金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

大村市下水道施設運転
管理業務委託

1,256,148
令和元年度から
令和2年度まで

474,090
令和3年度から
令和5年度まで

782,058 － － － 782,058

大村市上下水道局料金
徴収等業務委託

322,200
令和元年度から
令和2年度まで

124,324
令和3年度から
令和5年度まで

197,876 － － － 197,876

水道料金等のコンビニ
エンスストア収納事務
委託

事務委託に
要する経費

令和元年度から
令和2年度まで

－
令和3年度から
令和5年度まで

限度額に
同じ

－ － －
限度額に
同じ

大村市下水道施設運転
管理業務委託（その
２）

18,611 令和2年度 4,652
令和3年度から
令和5年度まで

13,959 － － － 13,959

大村市上下水道局料金
業務等業務委託（その
２）

4,774 令和2年度 1,193
令和3年度から
令和5年度まで

3,581 － － － 3,581

大村浄水管理センター
汚泥移送設備(機械)改
築工事

227,300 － －
令和3年度から
令和4年度まで

227,300 125,015 90,900 11,385 －

大村浄水管理センター
汚泥移送設備(電気)改
築工事

391,100 － －
令和3年度から
令和4年度まで

391,100 215,105 156,400 19,595 －

大村浄水管理センター
汚泥処分業務委託

73,257 － － 令和4年度 73,257 － － － 73,257

大村浄水管理センター
汚泥運搬業務委託

19,357 － － 令和4年度 19,357 － － － 19,357

債務負担行為に関する調書

事　　項 限度額

前 年 度 末 ま で の

支 払 義 務 発 生

（見込）額

当 該 年 度 以 降 の

支 払 義 務 発 生

　予 定 額

左の財源内訳
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千円

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 353,242

減価償却費 1,360,518

固定資産除却費 122,990

貸倒引当金の増減額（△は減少） 563

退職給付引当金の増減額（△は減少） 0

賞与引当金の増減額（△は減少） △ 2,507

法定福利費引当金の増減額（△は減少） △ 15

修繕引当金の増減額（△は減少） 0

長期前受金戻入額 △ 721,399

受取利息及び配当金 △ 2,282

支払利息 207,234

有形固定資産売却損益（△は益） 0

未収金の増減額（△は増加） 3,541

未払金の増減額（△は減少） 86,495

前払金の増減額（△は増加） 0

小計 1,408,380

利息及び配当金の受取額 2,282

利息の支払額 △ 207,234

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,203,428

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,252,714

有形固定資産の売却による収入 1

無形固定資産の取得による支出 △ 5,091

無形固定資産の売却による収入 0

有価証券の取得による支出 0

有価証券の売却による収入 1

国庫補助金等による収入 395,736

一般会計からの繰入金による収入 94,115

負担金による収入 63,482

寄附金による収入 1

その他投資による支出 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 704,469

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 350,500

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,011,937

その他の企業債による収入 0

その他の企業債の償還による支出 △ 71,911

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 733,348

資金増加額（又は減少額） △ 234,389

資金期首残高 2,298,968

資金期末残高 2,064,579

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

令和３年度大村市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
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1 円 円 円 円

(1)

ｲ 2,300,002,149

ﾛ 1,563,531,041

△ 951,016,425 612,514,616

ﾊ 24,699,099

△ 14,658,315 10,040,784

ﾆ 51,353,987,419

△ 17,580,769,268 33,773,218,151

ﾎ 11,036,885,955

△ 6,638,562,415 4,398,323,540

ﾍ 6,173,863

△ 4,969,920 1,203,943

ﾄ 24,086,567

△ 21,673,679 2,412,888

ﾁ 0

41,097,716,071

(2)

ｲ 148,173,892

ﾛ 9,277,365

157,451,257

(3)

ｲ 399,998,000

ﾛ 59,520

400,057,520

41,655,224,848

2

(1) 2,064,578,664

(2) 270,174,879

△ 1,910,000 268,264,879

(3) 0

2,332,843,543

43,988,068,391

令和３年度大村市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（令和４年３月３１日）

未 収 金

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

流 域 下 水 道 利 用 権

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

投資その他の資産

そ の 他 投 資

固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

工 具 器 具 及 び 備 品

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

建 物 付 属 設 備

構 築 物

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

前 払 金

流 動 資 産 合 計

現 金 預 金

投資その他の資産合計

流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

投 資 有 価 証 券

資　　　産　　　の　　　部　
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3

(1)

ｲ 10,212,310,054

ﾛ 439,148,928

10,651,458,982

(2)

ｲ 158,947,824

ﾛ 78,612,003

237,559,827

10,889,018,809

4

(1) 0

(2)

ｲ 950,919,227

ﾛ 79,680,950

1,030,600,177

(3) 670,445,454

(4) 4,357,684

(5)

ｲ 12,815,000

ﾛ 2,362,000

ﾊ 0

15,177,000

1,720,580,315

5

(1) 33,071,519,997

(2) △ 13,080,588,813

19,990,931,184

32,600,530,308

6 6,998,955,061

7

(1)

ｲ 1,203,533,014

ﾛ 2,218,407,227

ﾊ 122,569,890

ﾆ 122,815,711

ﾎ 972,388

ﾍ 151,350,586

ﾄ 24,592,888

3,844,241,704

(2)

ｲ 建設改良積立金 190,000,000

ﾛ 354,341,318

544,341,318

4,388,583,022

11,387,538,083

43,988,068,391

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

流 動 負 債

引 当 金

繰 延 収 益 合 計

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金

繰 延 収 益

収 益 化 累 計 額

企 業 債

固 定 負 債 合 計

一 時 借 入 金

預 り 金

未 払 金

企 業 債

引 当 金

企 業 債 合 計

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

固 定 負 債

資 本 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

寄 附 金

受 益 者 負 担 金

国 県 交 付 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

国 庫 補 助 金

工 事 負 担 金

負 債 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 金

資　　　本　　　の　　　部　

負　　　債　　　の　　　部　

負 債 資 本 合 計

そ の 他 の 企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

退 職 給 付 引 当 金

修 繕 引 当 金

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

そ の 他 の 企 業 債

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

修 繕 引 当 金

他 会 計 補 助 金
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              （令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

千円 千円 千円
1 営 業 収 益
(1) 下 水 道 使 用 料 1,677,952
(2) 雨 水 処 理 負 担 金 177,016
(3) そ の 他 営 業 収 益 18,299 1,873,267

2 営 業 費 用
(1) 管 渠 費 100,426
(2) ポ ン プ 場 費 58,237
(3) 処 理 場 費 452,426
(4) 流 域 下 水 道 費 13,049
(5) 業 務 費 97,682
(6) 総 係 費 145,832
(7) 減 価 償 却 費 1,379,571
(8) 資 産 減 耗 費 47,706
(9) そ の 他 営 業 費 用 0 2,294,929

営 業 損 失 421,662

3 営 業 外 収 益
(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,203
(2) 国 庫 補 助 金 0
(3) 他 会 計 補 助 金 377,361
(4) 長 期 前 受 金 戻 入 639,082
(5) 雑 収 益 5,016 1,022,662

4 営 業 外 費 用
(1) 支 払 利 息 及 び 229,401

企 業 債 取 扱 諸 費
(2) 貸 付 金 利 子 補 助 金 41
(3) 繰 延 勘 定 償 却 0
(4) 雑 支 出 6,627 236,069 786,593

経 常 利 益 364,931

5 特 別 利 益
(1) 固 定 資 産 売 却 益 1
(2) 過 年 度 損 益 修 正 益 1
(3) そ の 他 特 別 利 益 1 3

6 特 別 損 失
(1) 固 定 資 産 売 却 損 0
(2) 過 年 度 損 益 修 正 損 1,128
(3) そ の 他 特 別 損 失 1 1,129 △ 1,126

363,805
1,099

0
364,904

             令和２年度大村市下水道事業予定損益計算書（前年度分)

当 年 度 純 利 益
前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

その他未処分利益剰余金
変 動 額
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1 円 円 円 円

(1)

ｲ 2,300,002,149

ﾛ 1,563,531,041

△ 931,402,425 632,128,616

ﾊ 24,699,099

△ 13,486,315 11,212,784

ﾆ 50,586,118,419

△ 16,496,750,268 34,089,368,151

ﾎ 10,675,030,955

△ 6,391,154,415 4,283,876,540

ﾍ 6,174,863

△ 4,504,920 1,669,943

ﾄ 24,086,567

△ 20,270,679 3,815,888

ﾁ 0

41,322,074,071

(2)

ｲ 149,136,892

ﾛ 9,660,365

158,797,257

(3)

ｲ 399,999,000

ﾛ 59,520

400,058,520

41,880,929,848

2

(1) 2,298,968,424

(2) 273,715,459

△ 1,347,000 272,368,459

(3) 0

2,571,336,883

44,452,266,731

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

前 払 金

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

流 域 下 水 道 利 用 権

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

未 収 金

流 動 資 産

投資その他の資産合計

投資その他の資産

そ の 他 投 資

現 金 預 金

固 定 資 産 合 計

投 資 有 価 証 券

令和２年度大村市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

（令和３年３月３１日）

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

土 地

構 築 物

建 物

減 価 償 却 累 計 額

建 物 付 属 設 備

資　　　産　　　の　　　部　
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3

(1)

ｲ 10,825,263,054

ﾛ 518,829,928

11,344,092,982

(2)

ｲ 158,947,824

ﾛ 78,612,003

237,559,827

11,581,652,809

4

(1) 0

(2)

ｲ 999,403,227

ﾛ 71,910,950

1,071,314,177

(3) 583,950,794

(4) 4,357,684

(5)

ｲ 15,322,000

ﾛ 2,377,000

ﾊ 0

17,699,000

1,677,321,655

5

(1) 32,518,185,997

(2) △ 12,359,189,813

20,158,996,184

33,417,970,648

6 6,635,150,061

7

(1)

ｲ 1,203,533,014

ﾛ 2,218,407,227

ﾊ 122,569,890

ﾆ 122,815,711

ﾎ 972,388

ﾍ 151,350,586

ﾄ 24,592,888

3,844,241,704

(2)

ｲ 190,000,000

ﾛ 364,904,318

554,904,318

4,399,146,022

11,034,296,083
44,452,266,731

長 期 前 受 金

企 業 債

建設改良費等の財源に

収 益 化 累 計 額

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

剰 余 金

他 会 計 補 助 金

繰 延 収 益 合 計

国 県 交 付 金

国 庫 補 助 金

充てるための企業債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

建 設 改 良 積 立 金

引 当 金 合 計

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

修 繕 引 当 金

繰 延 収 益

流 動 負 債 合 計

預 り 金

長 期 前 受 金

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

そ の 他 の 企 業 債

流 動 負 債

未 払 金

一 時 借 入 金

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債 合 計

修 繕 引 当 金

引 当 金

企 業 債

固 定 負 債

負　　　債　　　の　　　部　

工 事 負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額

寄 附 金

受 益 者 負 担 金

負 債 合 計

資　　　本　　　の　　　部　
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注記 

 

  Ⅰ 重要な会計方針 

    平成２６年度から、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

   １ 固定資産の減価償却の方法 

   （１）有形固定資産 

     ・減価償却の方法     定額法による。 

     ・主な耐用年数 

      建物          １５～５０年 

      構築物         １０～５０年 

      機械及び装置      １５年 

      工具・器具及び備品   ４～１５年 

   （２）無形固定資産 

     ・減価償却の方法     定額法による。 

     ・主な耐用年数 

      流域下水道利用権    ２０～５０年 

      ソフトウェア      ５年 

   ２ 引当金の計上方法 

   （１）退職給付引当金  

      職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金

額を計上している。 

   （２）賞与引当金 

      職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づ

き、当年度の負担に属する額を計上している。 

   （３）法定福利費引当金 

      職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支

給見込額に基づき、当年度手当の負担に属する額を計上している。 

   （４）貸倒引当金 

      債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により、回収不能見込額を計上して

いる。 

   ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
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Ⅱ 予定貸借対照表等関連

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

令和３年度において、貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算し

て１年以内に償還予定のものを含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は５，２５

６，９２６千円である。

２ 令和２年度予定貸借対照表における引当金の取崩し

（１）賞与引当金の取崩し

令和２年度において、期末手当及び勤勉手当として支給するため、賞与引当金１２，２３

７千円を取り崩すこととする。

（２）法定福利費引当金の取崩し

令和２年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に伴う法定福利費として支払うため、

法定福利費引当金２，２６３千円を取り崩すこととする。

（３）貸倒引当金の取崩し

令和２年度において、債権の不納欠損による損失を処理するため、貸倒引当金１，０１３

千円を取り崩すこととする。

３ 令和元３年度予定貸借対照表における引当金の取崩し

（１）賞与引当金の取崩し

令和３年度において、期末手当及び勤勉手当として支給するため、賞与引当金１５，３２

２千円を取り崩すこととする。

（２）法定福利費引当金の取崩し

令和３年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に伴う法定福利費として支払うため、

法定福利費引当金２，３７７千円を取り崩すこととする。

（３）貸倒引当金の取崩し

令和３年度において、債権の不納欠損による損失を処理するため、貸倒引当金１，３４７

千円を取り崩すこととする。

Ⅲ その他注記

新会計基準移行に係る経過措置

（１）退職給付引当金に関する経過措置

会計基準変更時差異（２４４，５９７千円）については、平成２６年度に一括して費用処

理している。

（２）修繕引当金に関する経過措置

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取

り崩すこととする。

（３）リース資産に係る経過措置

リース取引開始日が平成２６年３月３１日以前のリース取引については、引き続き通常の
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賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

（４）みなし償却制度の廃止に伴う経過措置

平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資

本剰余金として整理している額については、平成２６年３月３１日以前に取得又は改良した

資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に把握できる資産を除いた

すべての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除

く。）を対象とした按分等の方法を用いて合理的に整理している。
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